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研究成果の概要（和文）： 

経営環境の固有性を考えてイノベーションを誘導するためのフレームワークおよび方法論の
研究を目的として、イノベーションを促進するＩＴ利用概念に関わる各種 IT の活用方法の整
理、そのイノベーションの活性化に関わるモデル作成、モデルに基づくアンケート調査結果か
ら、イノベーションプロセスは IT ケイパビリティから直接影響されるよりイノベーションケ
イパビリティの醸成に寄与することが検証した。また、イノベーション普及プロセスに焦点を
当て、商品普及に関わる Web データをテキストマイニング分析し、包括的イノベーションプロ
セスにおける IT の利用概念を構築した。 

 

研究成果の概要（英文）： 
To study methodologies and frameworks for guiding the innovation under the uniqueness 

of the business environment, we organized the methods to use IT related to the concept of 

IT usage to promote innovation, to build the conceptual model for IT usage to activate 

innovation, to do questionnaire survey under the model, and, from questionnaire results, 

make clear that it is possible to contribute to foster innovation capability than is directly 

affected by IT capabilities has verified the innovation process. In addition, focusing on 

innovation diffusion process, using text mining analysis for web data related to product 

diffusion, we constructed the concept of IT use in comprehensive innovation process. 
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１．研究開始当初の背景 

イノベーションの定義は過去に遡れば
様々であるが、本研究で言うイノベーション
とは、プロダクト、プロセス、マネジメント
のイノベーションであり、経済的効果生む斬

新的および改善的革新であると捉える。その
ようなイノベーションを継続して誘発して
いくことを経営戦略さらには経営方策とす
るには、ＩＴ利用を含めたオペレーションズ
マネジメント（以下、OM）の方法論にまで
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踏み込む必要がある。 

イノベーションおよびイノベーションマ
ネジメントの研究は、過去において種々の視
点で行われてきたが、具体的な方法論の提示
研究にまで至っていない。そのような中、ケ
イパビリティの議論の中で登場してきた、研
究協力者でもあるD.Samson等によって提案
されたイノベーションケイパビリティ（以下、
IC）の概念は、イノベーションの具体的誘発
条件を提示すると言う点から OM の方法論
提示への指針を提供するものとして注目し
てきた。前科学研究費研究プロジェクト等の
調査では、IC の醸成において、情報共有が必
須事項であることがわかってきたし、イノベ
ーションの創造から普及に至るプロセスに
おいて、そのプロセスを明確化した上で連続
的・円滑に行うことが経済的効果を迅速にあ
げるため重要であることがわかってきた。 

我が国独自のイノベーション指針を考え
る上で国際比較研究は重要である。イノベー
ションは極めてその文化的、社会的背景が強
いと考えており、それを踏まえた上で国際比
較研究し、我が国企業の IC の優位劣位を把
握した上でマネジメントの方法論を考えな
くてはならない。本研究の主対象であるイノ
ベーションを促進する IT利用概念について、
その一つがコ・プロダクションとして整理さ
れており、また我が国創起の見える化の概念
や販売する建機に発信器を付けて管理する
コマツの方式が注目され効果をあげている
が、それらいずれにおいても概念化が不十分
であり、学問的検討もされず、グローバル性
の視点からの検討も不十分である。さらにど
のような組織にそれが有効かなどの検討も
行われていない。またビジネスモデルの視点
からもアプローチされているが、事例の整理
に止まっている上に、ビジネスモデル自身の
定義も曖昧になって来ているし、それが全て
とするのは柔軟性の点から危険である。それ
らを明らかにしていくためには、個別の事例
を記述するだけでなく、本研究では研究実績
を重ねた IC の視点を導入するが、そのよう
な方法論の提示・評価に結びつくような視点
からの実証的国際研究することがもはや避
けて通れない。 

 

２．研究の目的 

我が国企業の経営環境の固有性を考えて
イノベーションを誘導するには、これまでの
経済学的視点、産業論的視点、個別の事例研
究から脱し、オペレーションのレベルに近い
イノベーション誘発のフレームワークおよ
び方法論の研究を行うことが肝要である。申
請者はこの視点で一貫した研究を行い、IC や
科学技術社会論の視点からの研究成果は社
会的にも認知され、特にイノベーションにお
ける情報共有の重要性、企画から販売に至る

プロセスの明確化と連続性が必要であるこ
とを定量的に把握できたことは大きな成果
である。それらの確保において、成熟した IT

の適用が期待されるが、新たに登場した IT

利用概念は何か、その効果はどうか、また課
題は何か、などが整理されているとは言い難
い。本研究では、プロダクト、プロセス、マ
ネジメントのイノベーションを促進すると
考えられる近年登場しつつある IT 利用概念
に着目する。創造から普及に至るイノベーシ
ョンプロセスはグローバル化しつつあるが、
一方でその成功には各国各組織の固有性を
考慮しなければならない。本研究では、それ
らを勘案できる IC の研究成果を踏まえた実
証的国際共同調査を軸にしながら、イノベー
ションとそれを促進する IT利用概念の整理、
課題抽出を行うとともに、OM の体系を、イ
ノベーションおよび IT を軸としたものに再
構築しようというものである。 

研究期間として 3 年を設定し、その間に次
のことを明らかにする。1)イノベーションそ
のものの定義、経営における意味、IT や OM

との関係を再検討すること、2)イノベーショ
ンマネジメントの具体的方法論を模索する
には、実証的研究が重要であり、そのために
イノベーションの成否を判断できる基準が
必要であるが、それら関わる既存の基準を再
検討するとともに本研究独自の基準を提示
すること、3)プロダクト、プロセス、マネジ
メントの各種イノベーションを促進する IT

利用概念として現在、どのようなものが提案、
実施され、効果はどうか、現行の課題は何か、
さらにそれらのアイデアが何を切っ掛けに
生まれたのか、を明確にすること。4)組織文
化、システム等の視点からイノベーションと
ITの関係を再考すること。5)我が国企業の IC

の特色から、我が国企業においてイノベーシ
ョンを促進する情報共有を含めたイノベー
ションマネジメントの指針を提案すること。
そして、その指針の下で、具体的な IT 利用
を含めた OM のレベルでのイノベーション
を誘発する方法論の提示を試みること。6)研
究成果を用いて、個別企業のイノベーション
促進に有効な IT 利用概念を戦略的に提示す
る方法論を検討するともに、事例企業を取り
上げ、具体的な提案を行うこと。7)人中心、
そして現行オペレーションの改善に焦点を
当てた既存の OM の体系を再検討し、イノベ
ーションおよび IT を軸とした OM の体系を
再構築すること。 

 

３．研究の方法 

本研究の目的は、プロダクト、プロセス、
マネジメントイノベーションを促進する、
個別組織の固有性を考慮したＩＴ利用概念
を提言し、それらを基に、最終的に現行の
OM の体系を、IT およびイノベーションを



軸とした OM の体系に再構築することにあ
る。研究期間は３年を設定し、概略として
次の研究計画・方法を採用する。 

１．欧米中心で提言されている現行のイノ
ベーション促進のための IT 利用概念、IT

利用概念に将来結びつくであろう我が国に
根付きつつある「見える化」を中心とする
ような概念を、文献調査および国内外の企
業でのヒヤリング調査で明らかにし、創起
要因、効果、課題となどの視点から分類・
整理する。 

２．どのような IT 利用概念がイノベーショ
ンの促進に結びつくのか、その成功要因は
何か、などを、IC の視点から明らかにする
ために、国内外を含めて広くアンケート調
査を行う。 

３．調査の分析結果から、個別企業の組織
的、社会的特徴に合わせたイノベーション
促進のための IT 利用概念を提言できるフ
レームワークを構築し、個別企業の固有性
に合わせたイノベーション促進のための
IT 利用概念を提示するコンサルテーショ
ンシステムをサーバー上に構築して、広く
公開する。また研究成果を総合し、イノベ
ーションおよび IT を軸とした OM の体系
の構築を行う。 

また本研究プロジェクトの研究組織の体

制、研究代表者、研究分担者の役割、海外研

究協力者の役割を図１に示す。 

 

 

 
４．研究成果 
 
我が国企業の経営環境の固有性を考えて

イノベーションを誘導するには、オペレーシ
ョンのレベルに近いイノベーション誘発の
フレームワークおよび方法論の研究を行う

ことが肝要である。本研究の目的は、それら
を 勘 案 で き る 前 プ ロ ジ ェ ク ト の IC: 

innovation capability の研究成果を踏まえた
実証的国際共同調査を軸にしながら、イノベ
ーションとそれを促進する IT 利用概念の整
理、課題抽出を行うとともに、オペレーショ
ンズマネジメントの体系を、イノベーション
および IT を軸としたものに再構築しようと
いうものである。各年度の研究成果を下記に
示す。 

平成 22 年度： 

1) イノベーションを促進する IT 利用概念に
関わる各種 IT の活用方法を整理するととも
に、そのイノベーションの活性化に関わる仮
説および分析のためのモデルを作成した。モ
デ ル 作 成 過 程 で は 、 IT materiality 、
affordance、innovation process, innovation 

capability などの概念について再検討して、
それをモデルに反映させた。2)  1)で提言し
たモデルに基づき、アンケート調査のための
質問文を作成し、その国内外への配布の準備
を行った。3) 一方で、モデル妥当性を検証す
るために、複数の特色ある国内企業を選定し
てインタビュー調査を行った。4) さらに、提
案したモデルを海外の専門を同じくする研
究協力者に示し、グローバルな視点でのモデ
ルの妥当性の検証を依頼した。 

上記に加えて、太田は研究協力者とともに、
今までの研究成果を書籍として出版すべく
準備を行った。下崎は、IT を活用した在宅勤
務を実施している企業の実態をインタビュ
ーすると同時に学会報告を実施するととも
に、クラウドやスマートフォン等が企業の情
報システムに与える影響についての情報収
集を実施した。川村は、ICT とユーザーの知
を活用した医療・福祉・行政サービス、食文
化ビジネス、企業博物館事業におけるイノベ
ーション事例の文献調査および医療専門職
等との共同研究を行い、その成果を国際学会
で報告した。 

平成 23 年度： 

1) 昨年度までの一連の研究成果を、「イノベ
ーションマネジメント―システマティック
な価値創造プロセスの構築に向けて―」と題
する書籍にまとめ上げ、出版するとともに、
その過程でさらに今後、検討していくべき課
題について整理した。2) 包括的イノベーショ
ンプロセス、特に 22 年度は普及プロセスに
焦点を当て、ある商品の普及に関わる膨大な
ウェブサイト上の書き込みデータをテキス
トマイニングの手法を用いて分析し、そのプ
ロセスにおける ITが果たしている役割から、
包括的イノベーションプロセスにおける IT

の利用概念の構築を試みた。3) 国際共同研究
の遅れ、不況、震災、洪水等を考慮して遅ら
していたイノベーションマネジメントに関
わる企業アンケート調査を実施した。その調



査票作成過程で、先の IC や IP: Innovation 

Process の実行性、具現性について再検討す
るとともに、IC と IT Capability の関係性な
どについて整理した。また、調査票の作成に
当たっては海外研究協力者との共同研究を
行い、グローバル対応の質問項目、我々固有
の分野の質問項目を作成した。 

最終年（平成 24 年度）：  

研究成果のまとめ、学会での報告等が主と
なった。まず、イノベーションに関わる昨年
度アンケート調査結果を、イノベーションを
促進する IT利用の視点から統計分析を行い、
仮説を設定して、その検証を行った。その結
果、イノベーションプロセスは、IT ケイパビ
リティから直接影響されるというより、IC の
醸成に寄与することが検証できた（図 2参照）。
この結果に基づき、IT 利用概念の整理、課題
抽出を行うとともに、オペレーションズマネ
ジメントの体系をイノベーションおよび IT

を軸としたものに再構築するための整理を
開始した。得られた成果を、６月初旬韓国で
開催された GMRG 年次会議、 10 月の
ISOMS2012 国際会議、JSIM 全国大会で報
告した。また、昨年度のデータマイニングに
よるイノベーションプロセスでの IT 利用概
念に関わる研究成果、および１のデータ分析
結果を、８月に米国開催の国際会議で報告し
た。 
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図 2 IP, ITC, IC の関係性 
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